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ルワンダ概観

面 積： 2.63万㎢ （四国 ＜ ルワンダ ＜ 九州）
人 口： 1,230万人
言 語： ルワンダ語，英語，フランス語，スワヒリ語
宗 教： キリスト教（カトリック，プロテスタント），イスラム教
GNI/人： 780米ドル （最貧国レベル）
成長率： 8.7% （近年の経済成長は「アフリカの奇跡」とも呼ばれる）
主産業： 農業 （コーヒー，茶等）
首 都： キガリ（人口約113万人）

歴 史：
1962年 宗主国ベルギーから独立
独立後 ～ ジェノサイド（少数民族大虐殺）
1990年 ルワンダ内戦へと突入
1994年 大虐殺終結
2003年 国民投票によって新憲法を採択，

ポール・カガメ新政権が誕生

地 形：
国土のほとんどが海抜1,000m ～ 4,500mの丘陵地
そのため、「千の丘の国」 (Land of Thousand Hills) と呼ばれる
道路インフラ：
道路総延長： 約14,000㎞ ≑ 日本の1/90

道路舗装率： 19% （国道舗装率55%，それ以外の道路はほぼ未舗装）
交通輸送手段：
マイクロバス，タクシー，トラック，バイク，自転車
（鉄道なし，自家用車保有率は人口のわずか4%）
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※地図出典：外務省ホームページ
（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/rwanda/index.html）
（閲覧日2020年10月8日）

※地図出典：国土地理院ホームページ
（https://www.gsi.go.jp/syoukai.html）
（閲覧日2020年10月8日）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/rwanda/index.html
https://www.gsi.go.jp/syoukai.html


事例１ ドローンによる血液・医療物資輸送 （ルワンダ）

国土環境
 国土の多くが丘陵地帯で高低差が激しい地

形であることに加え、道路も未舗装であるた
め、陸路による円滑な物資輸送が困難

政治経済環境
 長期独裁政権を続けているポール・カガメ大統領の

リーダーシップの下、ルワンダ政府は、成長戦略
VISION2020で、海外企業に積極的に社会実験の
場を提供する等、優遇策を実施

例： コリア・テレコム社と提携し、4Gモバイル接続エリ
アカバー率の9割超を実現

医療ニーズ
 アフリカでは妊産婦の死亡率が高く、その大

半は出産後の出血が原因

ドローンで病院に血液を運ぶことができれば、迅速な輸血が可能に

米国スタートアップ企業
（2014年設立）

１１０万米ドルを資金提供

＋

米国運送大手企業 途上国の予防接種普及のための資金援助機関
（2000年ダボス会議で、グローバル・パートナーシップ機関
として設立）

ルワンダ政府

包
括
契
約

 ドローン飛行について、緩やかな規制を導入
（個別の飛行ごとではなく、特定の業務単位で許可・承認）

 配送費はルワンダ保険省が負担し、病院側からZipline社への配送費の支払は無料

2016年10月 事業開始
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事例１ ドローンによる血液・医療物資輸送 （ルワンダ）

 運営はZipline社（米国）発射準備、飛行操縦、メンテナンス
等のエンジニアやナース、薬剤師等の医療資格者は現地
ルワンダ人を採用

 ドローンの飛行可能距離は往復160kmで、二つの発射台
でルワンダ国内ほぼ全域を網羅

 首都キガリには病院が多いことや、万が一ドローンが故障
で落下した場合の接触事故を考えて、基地局は都市部から
離れた場所に設置

 時速100㎞で飛行した後、目的地上空から輸送品が入った
パラシュート箱を投下（数m内の誤差で落下可能）

 配達平均時間は約30分（車だと数時間かかっていた）

 ドローンを複数配備し、1日平均30フライト

 携帯電話のメッセージ機能で、医療関係者から直接の注文
が可能

 ドローンは遠隔操縦され、飛行ルートはタブレットで確認

 戻ってきたドローンは、コンピュータ制御のワイヤーでキャッ
チ

飛行可能距離往復160km

病院・医療センター（500超）基地局（発射台）

 現在は、血液（輸血用血液製材）だけでなく、ワクチン、検査サンプル、検査キット、マスクなどの防護用品や
医療物資も輸送 （※ガーナで2019年4月事業開始）

※地図出典：国土地理院 google MAPより、Zipline HP(2016)「Zipline,Home」
https://flyzipline.com/ (閲覧日: 2020年10月3日) の情報を元に作成
(イメージ） （国土交通政策研究所作成）

※舗装されていない歩道の様子
（イメージ）
（国土交通政策研究所撮影）

※移動手段のバイク（イメージ）
（国土交通政策研究所撮影）

ｷｶﾞﾘ (首都)
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ルワンダのITスタートアップ企業

2019年10月 事業開始

事例２ スマホを活用したEV配車サービス （ルワンダ）

政治経済環境
 ルワンダ政府は、国家戦略として海外投資を

積極的に促しつつも、国内生産（Made in 

Rwanda） と雇用創出を目指している
 成長戦略VISION2020に基づき、首都キガリを

デジタルイノベーション特区として、官民連携に
よるICT投資を推進

国土環境
 内陸国で資源に乏しく、国内に燃料精製所もないため、石油等の燃料は中東から輸入してトラック輸送せ

ざるを得ず、高い輸送コストが燃料価格を押し上げ

社会環境
 100万人都市である首都キガリへの人口集中が

進む中、都市の交通インフラの整備が追い付か
ず、交通渋滞が深刻化

 公共交通機関が欠如
 ルワンダの携帯電話普及率は約80％と高い一方、

自家用車普及率はわずか4％

スマホの活用により、自家用車所有の時代を飛ばして
EVカーシェア・ライドシェアが普及する土台が存在

ルワンダ政府

M
O

U

締
結

ドイツ連邦経済協力開発省とドイツ国際協力公社がアフリカ支援のパイロット・
プログラムとして本事業をMoving Rwandaイニシアティヴに採択・支援

＋ ＋

 首都ギガリにおける自動車工場の設立とカー/ライド・シェアリング事業の実施につ
いて合意
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事例２ スマホを活用したEV配車サービス （ルワンダ）

 フォルクスワーゲン社（独）：
・ 車両の現地生産・輸入
・ 現地法人Volkswagen Mobility Solutions を設立し、事業運営

シーメンス社（独）：
・ 充電ステーションの設置管理

Awesomity Lab社（ルワンダ）：
・ スマホによる配車アプリ “move” の開発

 首都キガリにEV50台と充電ステーション15個所を配備してスタート

 アプリ利用者数は約3万人

 moveアプリに迎車位置と行き先を入れると、近くの登録運転手の車両が迎えに来てくれる（ライドシェア）

 決済はモバイルマネー、クレジットカードが可能

 既存のタクシーのような料金交渉はない

 個人的利用のための時間制貸出しサービスも提供（カーシェア）

 新車で導入した車両は、将来は中古車として販売予定

 フォルクスワーゲン社は、ルワンダでは新車販売よりもむしろシェアリング・エコノミーの発展による自動車
需要の創出を目指している

 同社は、ルワンダを起点に、シェアリング事業を他の途上国にも展開していく計画
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面 積： 94.5万km² （日本の約2.5倍）
人 口： 5,632万人 （日本の1/2以下）
言 語： スワヒリ語、英語
宗 教： イスラム教、キリスト教、土着宗教
G N I / 人： 1,020米ドル（低所得国レベル）
成 長 率 ： 5.4%
主 産 業 ： 農林水産業、鉱業・製造業・建設業
首 都： ドドマ （人口41万人）
人口密度： 67.4人/ km2 （日本は335人/km2 ）

歴 史：
1881年 ドイツ領となる
1920年 英国委任統治領となる
1961年 タンガニーカ共和国独立
1962年 共和制に移行
1964年 タンガニーカ共和国（本土）とザンジバル

（島嶼）が合邦し、タンザニア連合共和国成立
2015年 マグフリ大統領選出

電力インフラ:
・ 電化率

人口の30％ （農村部は、わずか5％）
・ 電力供給能力

1,000MW未満 （日本の1/65）
・ 送配電ロス

約10% (日本は2～3%)

タンザニア概観 7

タンザニア連合共和国:
・ 人口 5,632万人
・ 貧困率 49％
・ 電化率 30%
・ 携帯電話普及率 75%
・ 携帯電話使用者のうち

モバイルマネー使用率62％

地図出典：外務省ホームページ
（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/tanzania/index.html）
（閲覧日2020年10月8日）

※地図出典：国土地理院ホームページ
(https://www.gsi.go.jp/syoukai.html)
（閲覧日2020年10月8日）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/tanzania/index.html


【国土インフラ環境】
 国土に人口が点在し、人口密度が低い
→  通常の電力網の整備が困難
→  送配電線のない地域が多く、人口の70%（地方部では95%）が未電化
→  多くの国民がロウソクや灯油ランプの明かりで生活
→  物流コストにより地方部では灯油価格が高く、灯油ランプの使用は低所得層に
大きな負担

2015年1月 事業開始

電力網がなくても、
キオスクを発電拠点としてIT技術とモバイルマネーを使えば、

未電化地域に必要な明かりと電力を届け可能に

事例３ 未電化地域向け電源事業 （タンザニア）

業務提携
2019年～

東大発のスタートアップ企業
（2013年設立）

【社会経済環境】
 地域密着型の日用品・雑貨小売店キオスクのネットワーク（全国に約5万店舗）
 携帯電話とモバイルマネーの普及拡大

（携帯電話普及率75%、モバイルマネー普及率62%※）
※携帯電話保有者における割合

WASSHAとは、
スワヒリ語で

「光を灯す」という意味

東大エッジキャピタル
など

合計約13億円を出資
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関西電力

WASSHA

丸紅JICA日本政策
投資銀行

UTEC

※送配電線のない地域の様子（イメージ）
（国土交通政策研究所撮影）



事例３ 未電化地域向け電源事業 （タンザニア）

【事業スキーム】
 WASSHA社は、キオスクに対し、太陽光発電

パネル・充電関連機器・充電式LEDランタン等
のキット一式を無償で貸し出し

 キオスクは、WASSHA社のキットで自家発電し
た電力を利用し、地域住民（エンドユーザー）
に携帯電話の充電サービスやLEDランタン等の
レンタルサービスを提供

 キオスクで自家発電した電力は、WASSHA社
によりIT技術で遠隔管理（キオスクの電力盗
用対策）

【関西電力との業務連携】
 関西電力は、機材メーカーから太陽光発電パネル、充電関連機器、LED

ランタン等の機材を調達し、WASSHA社に機材を貸与
 WASSHA社は、新規キオスクを開拓、機材を導入

【事業状況】
 LEDランタンの1日当たりレンタル回数 3万回超（タンザニア国内2,000店舗

に対し1店舗あたり、1日に15回利用）
 新たに電気にアクセスできるようになった人数150万人～200万人（タンザニ

ア国内）
 加盟キオスク数 2,000店舗 （2021年1月現在）

→ 関西電力との協業で、2022年までに1万店舗に拡大予定
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モバイルマネーで電力
料金をプリペイド

支払金額に応じて
機器を制御

各キオスクの利用状況を
ネット経由でモニタリング

WASSHA

関西電力

キオスク

農村部の顧客がお金があると
きにだけ電力サービスを利用

事業スキーム概念
関西電力HP（2019）「アフリカ未電化地域向け電力サービスに関する業務提携の概要」
https://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2019/pdf/0806_1j_01.pdf (閲覧日: 2020年12月3日)
の情報を元に作成 (イメージ） （国土交通政策研究所作成）

※キオスクの様子（イメージ）
（国土交通政策研究所撮影）

https://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2019/pdf/0806_1j_01.pdf


【エンドユーザーのメリット】

 未電化地域の低所得世帯にとっては、初期投資のかかるソーラーシステムの導入よりも、収入に応じて必
要な時にのみ電力を利用できるレンタルの方が現実的

 LEDランタンをレンタルすることで、自宅での照明、携帯電話の充電が可能
 LEDランタン１個のレンタル代（一日30円弱）は、 これまで灯油ランプと携帯電話の充電にかかっていた

費用よりも安い
 一般家庭は、夜が寝るだけの時間でなくなり、家族団らんの時間も増加
 ビジネス用としても、商店の夜間営業や夜間漁業（集魚灯として利用）が実現

事例３ 未電化地域向け電源事業 （タンザニア）

【事業実施体制 】

日本人約20名（うち現地スタッフ6名）、タンザニア人約200名
※ 目下のコロナ禍で現地日本人スタッフは全員帰国し、リモート会議で対応中
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【キオスクのメリット】

 キオスク店主（「エージェント」と呼ばれる）にとっては、
初期費用を負担せず、条件の良い副業

 エンドユーザーの来店機会が増えることで店舗の
他商品売上げも増加

加盟キオスクの所在分布

面積は94.5万K㎡
（日本の約2.5倍）

※地図出典：Google Mapより、関西電力HP
（2019）「アフリカ未電化地域向け電力サービ
スに関する業務提携の概要」
https://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2019/
pdf/0806_1j_01.pdf (閲覧日: 2020年12月3日)
の情報を元に作成 (イメージ） （国土交通政
策研究所作成）

https://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2019/pdf/0806_1j_01.pdf


ナイジェリア概況
面 積： 92万3,768km²
人 口： 2億614万人
言 語： 英語、ハウサ語、ヨルバ語、イボ語他
宗 教： イスラム教、キリスト教、伝統宗教
GNI/人： 2,030米ドル（2019）（中低所得国レベル）
成長率： 2.2%
主産業： 農業、原油、天然ガス、通信
首 都： アブジャ（人口：約300万人）

歴 史：
1960年 英国から独立
1963年 共和制移行
1967年 ビアフラ内戦
1991年 首都をラゴスからアブジャに移転
1993年 アバチャ軍事政権成立
2007年 大統領選挙、文民政府発足
2015年 ブハリ大統領選出

ラゴス都市圏：
• 首都でなくなった後も、経済的・文化的中心地（都市圏人口2000万人超 ＝ アフリカ最大級の都市）
• 大量交通手段としての都市鉄道は、ほとんど未整備 → 都市交通は小型バスやタクシーに依存

項目 ラゴス都市圏 ジャカルタ都市圏 東京都市圏 大阪都市圏

人口（万人） 2100 2800 3500 1820

面積（km2） 3568 6400 1万3572 1万1701

人口密度（人／km2） 5885 4367 2629 1604 

トリップ数（万トリップ／日） 2200 3050 8430 3790

都市鉄道延長（km） 42 235 2308 1456

※地図出典：国土地理院ホームページ
(https://www.gsi.go.jp/syoukai.html)
（閲覧日2020年10月8日）

※地図出典：外務省ホームページ
（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/rwanda/index.html）
（閲覧日2020年10月8日）
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https://www.gsi.go.jp/syoukai.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/rwanda/index.html


事例４ 道路混雑解消を目的としたライドシェアバスサービス（ナイジェリア）

【背景・課題】

 自家用車の増加と渋滞発生（ラゴス州）
・ 2008~2011年の間に自家用車登録台数は20~25万台/年以上のペースで増加
・ その一方で、道路整備は同期間で50㎞弱のみ整備 → 道路渋滞の恒常的発生

 整備の進まない大量輸送手段（ラゴス州）
・ 都市鉄道の未整備 （2009年のマスタープラン以降、遅々として建設進まず）
・ BRT（2008年に導入）の輸送量（日35万人/日）は、分担率3％と低く、渋滞解消には不十分

※ラゴス州における徒歩を除く（ミニバス、自家用車、鉄道等の）交通手段での分担率

 安全性の低い小型バス・タクシーへの依存
・ 在来の路線バスは小型で車内が狭く、スリなどの車内治安や車両メンテナンスが劣悪
・ バイクタクシー、三輪タクシーは事故が多発
（2016～2019年に1万人以上が治療を受け、600人以上死亡)
・ ラゴスでは、強行強盗、富裕層・外国人の住宅への侵入強盗や車両強盗など巨悪犯罪が多発
・個人利用であるタクシー（ライドシェア）でも、誘拐事件や殺人事件などへの対応が課題

クラウドファンディング
プラットフォーム

2019年9月16日 事業開始

アプリによる予約とキャッシュレスも活用し、
ライドシェアバスの導入で利用者の安全性・快適性・利便性を向上

クラウドファンディング
（小口投資）型の資金調達

サービスオペレーター

自国企業

（EMFATOの子会社）

三輪タクシー
（ケケ）

ミニバス（ダンフォ）

バイクタクシー
（オカダ）

道路渋滞

EMFATO Plenty waka

crowdyvest

※国土交通政策研究所撮影

12



【提供サービス】
 乗車場所・目的地を希望する乗車時間で予約できる、オンデマンド型の乗合バス

【利用方法】
 乗客はPlentyWaka のアプリをダウンロードし、目的のルートを通るバスを予約し、指定のバス停で待

つ。到着したバスでは、アシスタントの乗務員が乗客に送信された確認コードをチェック
 アプリで座席予約ができるほか、推定所要時間や推定バス料金の表示も可能
 料金はカードまたはキャッシュレス決済システム（Waka Purse）で支払い

【導入効果】
 利用者数は、2019年9月の導入後、6か月で10万人、1年で約20万人を達成（ラゴス州）
 ラゴス州政府が交通安全を目的に2020年2月から特定区域でのバイクタクシーと三輪タクシーの運

行を禁止して以降、１か月でアプリのダウンロード数が61％増加、乗車予約が34％増加、毎日の乗
客数が50％増加

【他地区への展開】
 導入当初はラゴス島を中心としていたが、車両数を増やし、メインランドその他の方面にも路線を延伸
 首都アブジャ（2020年8月）、デルタ州（2020年11月）でもサービスを開始
 2020年末には、ラゴス、アブジャ、デルタ州で日平均利用者1200人※、累計利用者26万5千人、

アプリの累計ダウンロード数が5万1600回

※ラゴス州、アブジャ首都地域、デルタ州の人口の0.006％に相当

※ e-hailing の hail とは、タクシーやバスを呼び止める・拾うという意味
※試験段階では25台の中国製（Forton社）を導入の後、本格展開ではナイジェリア国内製（Innson Vehicle 

Manufaturing:IVM社）を導入

事例４ 道路混雑解消を目的としたライドシェアバスサービス（ナイジェリア）
13



【医療環境】
 アフリカの医療資源
・ 結核、マラリア、HIV/AIDSなど感染症の世界分布の71％をアフリカが占める
・ 医師数は1千人当たり0.2人（日本2.5人）、病床数は1千人当たり1.2床（日本13.4床）と少ない
 ナイジェリアの医療環境
・ 2005年に健康保険制度が始まったが、現在の加入状況は全人口の1%に満たない
・ 医療機関数が不足し、国民の約半数が物理的にアクセスできない

2015年 プロトタイプ開発

デジタルプラットフォームの導入により疾病管理措置を迅速に実施し、大規模感染を未然に防止

ナイジェリア疾病管理センター（ナイジェリア）2014年～
主体となり研究開発

事例５ 感染症対策デジタルプラットフォーム （ナイジェリア）

ヘルムホルツ感染研究センター（ドイツ）

開発主体

ソフトウェア企業（ドイツ） ドイツ感染症研究センター ドイツ国際協力公社

2015年
プロトタイプの開発

2016年
オープンソースへの移行 2015年～開発支援、資金提供 2016年～資金提供

【感染症対策の必要性】
 ひとたび感染症が発生すると、医療崩壊に直結
 従前のような手入力の病例報告では、時間がかかり、ミスも多発
 2014年の西アフリカのエボラ出血熱の大流行による、迅速・効率的な疾病監視システムの必要性

ナイジェリアのフィールド疫学・実験室研修プログラム (NFELTP) のドイツ人疫学者が、ヘルムホルツ感染研究センター (HZI) 
の同僚に連絡し、ドイツとの連携が実現

HZI

SAP symeda

HELMHOLTZ

Zentrum fur

Infektinosforschung

FEDERAL MINIDTRY HEALTH

Nigeria

NIGERIA CENTER FOR 

DISEASE CONTROL

NCDC

DZIF giz

14



SORMAS: Surveillance Outbreak Response Management and 
Analysis System
（感染発生監視・対応管理・分析システム）

 エピデミック（特定の地域における突発的な感染拡大）の発生と蔓延を防止するために設計開発された、情報を迅速
に共有するシステム（モバイル版とデスクトップ版の両方あり）

 医療従事者は、システム上にある症例情報（病気の症状、感染者の行動、他の人との接触 等）を確認可能
 医療施設や空港、海港等の担当官がモバイルアプリを通じて、12種類以上の感染症の疾患の兆候を即座に報告し、

潜在的な大規模感染の可能性を早期に警告
 導入後、ナイジェリアでのサル痘の発生、髄膜炎の発生、ラッサの発生等への対応等に威力を発揮

【利用者数】

 36連邦州のうち15州で展開

【新型コロナへの応用】

 ナイジェリアにおける経験・ノウハウを活
用し、ドイツ国内で新型コロナの接触
者追跡・モニタリングに特化したデジタ
ルシステム（SORMAS- ÖGD）を
別途開発し、2020年6月時点で国
内9州23の医療施設で導入

 その後、フランス、スイス、ナイジェリア、
ガーナで使用開始され、今後ネパール、
とコートジボワールでも導入予定

データ入力・確認

連携

検出
（通知・集団検診・流言）

管理、制御
（隔離、治療、追跡）

確認、解析
（事例、抑制、発生）

研究官

監視
監査者

監視
官

入国管
理官

公衆か
らの通

知

医療施
設から
の通知

市民情
報管理

者

市民
からの
連絡

事例
監督者

事例
調査者

接触
管理
者

接触
監督者

SORMAS

※SORMASの仕組みの概念図 GIZ(2020)，「A software for disease surveillance and outbreak respons」 https://health.bmz.de/ghpc/case-

studies/software_disease_surveillance_outbreak_response/GHPC_SORMAS_full_version_final.pdf （閲覧日2020年10月8日）」の情報を元に国土交通政策研究所作成

事例５ 感染症対策デジタルプラットフォーム （ナイジェリア）
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パキスタン概観

面 積： 79.6万㎢ （日本の約2倍）
人 口： 2億780万人
言 語： ウルドゥー語，英語
宗 教： イスラム教
GNI/人： 1,500米ドル （低中所得国レベル）
成長率： 3.3%

主産業： 農業，繊維産業
首 都： イスラマバード（人口約100万人）

歴 史：
1947年 英領インドから独立，第一次印パ戦争
1965年 第二次印パ戦争
1971年 第三次印パ戦争

（東パキスタンがバングラデシュとして分離独立）
2018年 カーン首相就任

行政区画 人口 州都 人口

1 バローチスタン州 950万人 クエッタ 100万人

2 カイバル・パクトゥンクワ州 3,550万人 ペシャワール 200万人

3 パンジャブ州 1億1,000万人 ラホール 1,100万人

4 シンド州 4,790万人 カラチ 1,490万人

5 イスラマバード首都圏 200万人 イスラマバード 100万人
※ ６と７は、カシミール紛争未解決下の実効

支配領域
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※地図出典：国土地理院ホームページ
(https://www.gsi.go.jp/syoukai.html)
（閲覧日2020年10月8日）

※地図出典：外務省ホームページ
（https://www.mofa.go.jp/mo
faj/area/pakistan/index.html）
（閲覧日2020年10月8日）

●
イスラマバード

ペシャワール ●

クエッタ ●

1

2

3

4

5
6

7

● ラホール

● カラチ

地図出典：外務省ホームページより国土交通政策研究作成
https://www.anzen.mofa.go.jp/info/pchazardspecificinfo_2018T075.html#ad-image（閲覧日2020年10月8日）

https://www.gsi.go.jp/syoukai.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/pakistan/index.html


（大都市の代表的な例）

パキスタン国内

 2000年代～
テロ多発、治安悪化、都市の交通混乱が深刻化

 2014年
パキスタン政府は、2014年に策定した「ビジョン2025」
で、都市のスマート化による状況改善を提唱

 2015年～
地方政府において、ICTを活用した警察機能・交通管制
の強化を主眼とする Safe City Project （安全都市プロ
ジェクト）が動き出す

中国との関係

 2015年1月
パキスタン国民議会代表団が中国全人代議員と共
に北京のファーウェイ本社を訪問し、都市の安全
対策に関する同社のICT機器・サービスを視察

 2015年12月
中国の一帯一路構想に基づく「中国・パキスタン経
済回廊 長期計画」で、パキスタン国内の主要都
市における大規模監視システムの整備を合意

パンジャブ州の動き

 2015年8月 パンジャブ州安全都市庁（PSCA: Punjab Safe Cities Authority）を設立
アラップ（Arup）社※とテクニカル・アドバイザリー契約
※ 英国に本社を置く国際的な技術コンサルタント会社

 2016年5月 ラホール市への都市管制システム導入をファーウェイ社と契約
（契約額： 1億2千万米ドル, 資金源： アジア開発銀行の融資）

 2016年10月 ラホール市で都市管制システムの運用開始。（州内の安全都市プロジェクト第1号）

 今後、州内の他都市へも展開予定

事例６ ICTを活用した都市監視システム （パキスタン） 17



ラホール市の犯罪発生件数

●10万個以上の指紋をデジタル記録
即時に指紋照合可

●犯罪報告のオンライン可
これまでの書面に代わり、スマホで報告・記録

●8,500台の監視カメラを1,600施設等（公道、要人
移動経路、犯罪多発地、主要インフラ、商業施設、
公園等）に設置

● 2001年の米国9.11同時多発テロ事件以降、テロが多発
（パキスタン国内で、2007年～2014年の年間平均でテロ発生数1,900件/年、死者約2,300人/年）

● 都市化が進み、殺人等の凶悪犯罪、女性への性的暴行犯罪の増加など治安が悪化
↓

現場の警察力だけでは、対応能力に限界

統合警察指令管制通信センターでオンライン監視・統括管理
“Smart Policing” （スマート警察活動）

●約500の市内全ホテルを犯罪者データベースと直結
チェックイン時の本人確認で照合可

●警察官や車両の位置を把握・追跡
初動対応に要する時間を短縮

（パンジャブ州警察の統計）
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・初動に要する平均時間：30分→10分に減
・犯罪事件解決までの平均日数：45日→2日に減

（ファーウェイ社の発表）

2017 2018 前年比

殺人 443 400 -9.7%

殺人未遂 573 471 -17.8%

強姦 101 54 -46.5%

集団強姦 30 6 -80%

傷害・暴行 1,049 1,165 +11.1%

誘拐・拉致 3,231 2,753 -14.8%

財産罪 29,711 29,301 -1.4%

事例６ ICTを活用した都市監視システム＜防犯対策＞ （パキスタン）



ラホール市の交通事故件数と死者数

交通流動監視
カメラ

交通案内

電子表示

信号統御

システム

交通チェック
ポイント

ナンバープ
レート自動
認識カメラ

・運用開始後2ヶ月で13万
件の交通違反電子切符
を発行

・運用開始後1年間で6千
万件以上の交通違反を
記録

・信号無視が66%減
（ファーウェイ社の発表）

● 人口増と経済成長により自動車交通量が増加し、交通事故が多発、交通渋滞が悪化
● スピード違反、信号無視、車線無視、シートベルト未着用、駐車禁止等の交通ルール違反が日常茶飯事

↓

現場の交通取り締まりだけでは、対応能力に限界

統合警察指令管制通信センターでオンライン監視・交通管制。
“Intelligent Traffic Management” （インテリジェント交通管理）

 交通取り締まり
設置カメラで交通違反を検出・録画し、
違反電子切符を発行

 車両の追跡
設置カメラの連携により、疑わしい車
両や犯罪車両を追跡・捕捉

 交通管理
AIとビッグデータを活用し、交通流量
に合わせて信号制御や交通案内を
最適化
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2018 2019 前年比

事故件数 80,804 72,262 -10.6%

死者数 350 210 -40%

（パンジャブ州緊急サービス局の統計）

事例６ ICTを活用した都市監視システム＜交通管理＞ （パキスタン）



（参考） パキスタン・パンジャブ州 統合警察指令管制通信センター

 パキスタン・パンジャブ州の安全都市プロジェクト（Safe City Project）を遂行するため
に、パンジャブ州安全都市庁（Punjab Safe Cities Authority: PSCA）の直属機関とし
て設立

 ネットワーク化された市内の監視カメラをオンラインで常時モニターし、警察等の関係
機関に連絡指令する統括基地

 犯罪捜査・防犯・交通取り締まり・消防・テロ対策など関係機関との情報・データ交信を
統括

 市民のための緊急時ワンストップ・コールセンターの役目も担う
（緊急連絡時の統一電話番号「15」）

 約400人の通信専門員とその他300人以上の職員が勤務

Punjab Police Integrated Command, Control & 

Communication (PPIC3) Centre
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面 積： 328万7,500km²
人 口： 13億7,000万人
言 語： ヒンディー語（他、憲法公認の州言語が21）
宗 教： ヒンドゥー教 (79.8%)､イスラム教 (14.2%) 等
GNI/人： 2,120米ドル（2019）（中低所得国）
成長率： 4.2%
主産業： 農業、工業、鉱業、IT産業
首 都： ニューデリー（人口2,940万人）

歴 史：
1947年 英国領より独立
1952年 日本と国交を樹立
1990年代 経済自由化政策の推進
2014年 モディ首相就任

スマートシティ・ミッション (Smart Mission)：
 国内全土に100カ所のスマートシティを作る計画を、2014年に

モディ首相が発表
 狙いは、地方から都市部への人口流入を吸収し、拡大する中

間層の受け皿となる都市を各地に整備すること
 まずは水道や電気などの基礎的なインフラを整えることを第一

とし、大都市ではIT等の最新技術を活用して既存のインフラ課
題を解決することも目指す

 中央政府と州政府が予算を充当して設立した特別目的事業体
（SPV）が都市計画・開発・管理に当たる

 2016年以降4回に分けて合計100都市を選定し、第1号都市は
ブバネシュワール

インド概況

デリー＝ムンバイ
産業回廊
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チェンナイ＝ベンガルール
産業回廊

オリッサ
ブバネシュワール

※国土地理院ホームページ
(https://www.gsi.go.jp/syoukai.html)
（閲覧日2020年10月8日）

※インド交通事情の様子（国土交通政策研究所撮影）

https://www.gsi.go.jp/syoukai.html


事例７ 都市交通のスマートシティ計画 （インド）

ブバネシュワール市の特徴

 オディシャ州の州都
 市内に700もの寺院があることから、テンプル・シティ（Temple City）と呼ばれる
 1948年に成立した、インド初の都市計画都市
 インドの東海岸に近く、東南アジアへの玄関口として機能
 Tier2都市圏（人口100万人～400万人の都市圏）としては唯一、国内5大IT企業が

立地
 インドで起業に最適な都市第3位（世界銀行 2014年）

インド国内100スマートシティの第1号選定都市

● ブバネシューワル・タウンセンターの都市基盤整備
スラム地区の開発、緑地および公園エリアの開発、道路等の改善

● パンシティプロジェクト
交通管理システム、輸送システム、駐車システム、緊急対応管理

システム、都市のデジタル決済等の一括管理（都市管理）するプ
ロジェクト

(1) 共通カード支払システム
(2) 地理空間システム
(3) 高度交通管理システム
(4) インテリジェント都市運営管
理センター(ICOMC）など

スマートシティ計画
(SPV: ブバネシャワール・スマートシティ会社 Bhubaneswar Smart City Limited）

地域開発プロジェクトスマート・ソリューション
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 バスその他の交通機関、駐車場、市営サービス、税金、光熱費、買い物等の支払いを、ス
マートカードとモバイルアプリで共通一体化

 市内の主要な場所で、少なくとも325台の販売時点情報管理端末を、市民が歩いて行ける
距離（250-300m）の間隔に設置

（１）共通カード支払システム

 政府と民間機関が収集・保有する地理空間データを一元化して、住民や旅行者に提供
 スマホ画面にて、位置情報（観光地、病棟情報等）、公共サービス（市のイベント情報

等）に関する情報を提供
 位置情報、行政サービス、政府機関からの知らせ、観光名所、市のイベントなど諸々の情報

をワンストップで見つけられるEプラットフォーム

（２）地理空間システム（ブバネシュワール One）

受託事業者 ： ESRI（GISソフト企業。本拠は米国）
実 施 状 況 ： 第1フェーズ終了、第2フェーズ作業中

受託事業者 ： ICICI銀行（インドNo.2の市中銀行）
実 施 状 況 ： カード仕様は決定、システム構築中
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＜交通管理＞
 交通データを収集・解析し、特定の時間帯の交通量の増減パターンに応じた交通管理計画により、渋滞緩和

を実現
 交通信号制御：リアルタイムに交通状況に応じて交通信号を操作し、交通量を制御
 2018年3月までに合計60か所に拡大し、市の90％をカバー
＜交通監視＞
 監視カメラの一部は、信号無視違反等の交通違反を検出し警察にリアルタイムに報告
 市内のバス、警察車両、救急車、消防車、給水車、ごみ収集車など、約475台の公共サービス車両の位置

が監視され、重大な事件事故等があった場合にはオペレーションセンターに連絡され、迅速な緊急対応が可能

（４）インテリジェント都市運営管理センター(ICOMC)
Intelligent City Operations and Management Center 

 スマート・ソリューションの中核基地として、交通管制システム、輸送システム、駐車システム、緊急対応管理システ
ム、市内のデジタル決済、地理空間データステム等を統合して一元的に管理するセンターとして新設予定

 市の複数の関係部局にまたがる共通のプラットフォームとして機能
 (1)(2)(3)を統合した中央司令塔組織として新設予定

（３）高度交通管理システム

受託事業者 ： Envoys Electronics

（インドの道路交通信号機器製造・サービス提供企業）
実 施 状 況 ： 実施中

受託事業者 ： Honeywell（電子制御システム・自動化機器の製造販売企業本拠は米国）
コンサル業者： IBI Group （総合技術コンサル企業本拠はカナダ）
実 施 状 況 ： 構想中
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台湾概況

面 積： 3.62万㎢
人 口： 2,360万人
言 語： 中国語, 台湾語, 客家語
宗 教： 仏教, 道教, キリスト教
GNI/人： 25,955米ドル（2017年） （高所得国レベル）
成長率： 2.7%
主産業： 電子・電気、化学品、鉄鋼金属、機械
首 都： 台北市（臨時首都、人口約261万人）

歴 史：
1949年 台北に「臨時首都」を遷都
1971年 国連を脱退
1996年 初の総統直接選挙で李登輝が当選
2020年 蔡英文が総統に再選

高雄

国・地域 1000人当たり登録台数

台湾 680台

ベトナム 360台

マレーシア 330台

インドネシア 250台

タイ 250台

二輪車保有台数

地域 分担率

台湾全体 24.7%

台北市 62.7%

高雄市 14.6%

公共交通※分担率

※ 台鉄・MRT・バス・タクシー

※地図出典：外務省ホームページ
（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/taiwan/index.html）
（閲覧日2020年10月8日）

道路渋滞

利用者の多い
スクーター

※国土交通政策研究所撮影
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事例８ 台湾・高雄MaaS（定額制による公共交通乗り放題サービス）

【高雄市における公共交通の課題と取組み】

高い二輪車の保有率と交通事故率
二輪車の保有率は1000人当たり700台超 、二輪車の交通分担率は70％

→ 交通事故による死亡者は、80％以上がバイク事故
→ 一方で、バイクの利用は市民の当然の権利とされている

公共交通への取組みの必要性
・ 公共交通分担率は14.6％と低い ↔ 台北市は62.7%
・ 重工業による発展という歴史的な経緯から、大気汚染への対応を重視
→ 都市交通政策として、「統合された交通」「信頼性のある交通」「エコ・モビリティ」「効率的

な交通」「便利な交通」の5つのビジョンを提示

環境負荷が小さい公共交通や公共交通利用促進のMaaSアプリ導入により、
大気汚染解消や交通事故削減を目指す

2018年9 月
Maasアプリ提供開始

MaaSサービス提供者

プロジェクト運営オフィス

公的機関（高雄市）

公共／民間交通事業者

【公共部門と民間部門のコラボレーション】

中國鋼鐵（台湾）傘下のIT企業

大学内のITS・物流
イノベーションセンター

ＭａａＳ仕様策定
研究グル ープ参加

公共交通の監督
MaaS計画策定

MRT, LRT、バス、フェリー、タクシー、シェアサイクルなど

公開入札で選定された
民間企業 ＭａａＳ運用

逢甲大学

Men Go

中冠資訊
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※MRT：都市通勤鉄道 ※LRT：次世代型路面電車システム

高雄市政府交通局 交通局運輸研究所
(交通局傘下)



【クリーンな公共交通整備】

 高速充電LRT（2017年開業）
 EVバス（2018年に68台）
 自転車シェア の整備

【公共交通間の連携】

 MRTの駅出口では、バス停やシェアサイクルを示す出口案内があり、出口階段にはバス接近案内
を設置

 自転車利用について、シェアサイクルの配備基地を市内各所に設置、自転車専用道も整備

【公共交通の運賃無料化実験】（2018年12月～2019年2月）

 公共交通の利用増を目的として、LRT、バス（終日）、7MRT（ラッシュ時のみ）を無料化する
実験を実施
※大気汚染対策や利用者データ取得も目的

 結果として、無料化実験の終了後に利用者数が元に戻り、効果は一時的
 運賃無料を支持する声がある一方、税金投入への反発や、運賃無料でも自家用車やバイクで通

勤するなどの意見もあり
（ＭＲＴ駅が近くにない、バスは待ち時間がある 等）

※  高雄市民が公共交通機関を毎日利用する割合は10％↔ 台北市 50％
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【ターゲット層】
 17歳から22歳の学生（バイク等を非保有。保有しても事故リスクが高い）

 港湾エリアやサイエンスパークへの通勤者

【対象交通機関】
 MRT、バス、LRT、フェリー、シェアサイクル

（シェアサイクルは鉄道駅と接続し、ラストマイルを支える。初乗り30分無料）

 スマートフォンまたはPCでMaaSアプリ（Men-Go）をダウンロードし
登録後、アプリ上で定額料金のチケットを購入し、ICカード（iPass）
で乗車

 全ての交通モードを考慮した経路案内が示され、限りなくドア to ドアに
近い形で市民の移動をサポート

【利用者数】（2019年11月時点）
 Men-GO ダウンロード数 20,000人
 アクティブユーザー 7,000人（高雄市公共交通利用者のうち3％）

 Men-Go 会員の21%はバイク保有者で、月58,800回の移動がバイクからグリーンな交通手段へシフト

 Men-Go利用者全体で 379,000 台湾ドル/月の交通費削減
交通事業者全体で 143,000 台湾ドル/月の収益増加

【導入効果】
 2018年9月～12月に15,500枚のiPassを販売
（94.4%が継続利用）

出典：若林（2020）国土交通政策研究所
「モビリティクラウドを活用した シームレスな移動サービス（MaaS）の
動向・効果等に関する調査研究」
https://www.mlit.go.jp/pri/kouenkai/syousai/pdf/researc
h_p190624/04.pdf（閲覧日: 2020年12月19日）
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